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１． はじめに

2007年 7月に発生した新潟県中越沖地震では、自動車

部品を製造する企業の被災が、自動車産業に甚大な影響を

与えることを明らかにした。多くの産業で、そのサプライ

チェーンの中には 1 社のみしかその部品を供給していな

いようなクリティカルな中間財が存在することが少なくな

い。このような状況では、他の工場による代替生産などが

難しく、この種の中間財が調達できないことが最終財の生

産にも影響を及ぼすのである。このように産業間の相互依

存性により、直接物的な被害を受けていない産業にも市場

を通じて被害が波及していく場合、経済全体としてみれば

被害が甚大なものになる。著者ら 1) はこのような効果を

カスケード効果と呼び、中間財、および、最終財を生産す

る 2つの産業を含む経済が災害によって生産基盤に損傷を

被った場合に、経済全体での被害を整合的に評価するため

の方法を提示した。さらに、カスケード効果が生じること

による被害の拡大効果を分離して推計する方法論について

も検討した。本研究では、こうした検討をさらに進め、産

業部門の相互依存性が経済の復興過程に及ぼす影響を分析

し、それが経済全体での被害の大きさに与える影響を分析

する。

２．モデルの定式化

（１）分権経済モデルの設定

(a)モデルの前提

当該国には、中間財を生産する産業部門（以下中間財部

門）と、最終消費財を生産する産業部門（以下最終財部門）

の 2つの産業部門と、家計があるとする。中間財部門は最

終財部門に中間財を供給する。消費財は国際的に取引され、

価格 pで取引されるとする。中間財市場は完全競争市場で
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あると同時に、国内で閉じていると仮定する。すなわち、

地域内には代替的に中間財を供給する企業が多数存在する

一方で、輸送費用の存在のために輸入は生じず、国外の企

業とは競争にならない状況を仮定する。資本市場は open

であり、利子率 rは世界市場での均衡により定まるものと

する。当該国の保有資本が世界全体での資本総量に比して

十分小さく、当該国の資本の変化が世界利子率には影響し

ないものとする。このとき、世界利子率を rとおくと、当

該国にとって rは外生パラメータとなる。また、家計は代

表的家計を仮定する。企業が資本を保有しており、家計は

企業の全株式を所有していると想定する。人口や労働につ

いては国外への移動が容易でない国を想定し、人口変動に

ついても取り扱わないこととする。

b)中間財部門の行動の定式化

中間財部門は資本と労働を投入することによって生産を

行う。資本財は国際市場での均衡により価格が決まってい

るとし、価格を１とする。企業は資本を所有し、投資の経

路を決定する。投資に、設備の据付費用などの調整費用 2)

がかかると仮定する。また、生産を Y1、投資を I1、資本

をK1、賃金率を w、調整費用関数を T、雇用労働量を L1

とする。最大化問題を以下のように定式化しよう。

max
∫ ∞

0

(qY1 − I1(1 + T (I1/K1)) − wL1)e−rtdt (1)

s.t. K̇1 = I1 (2)

K1(0) = given (3)

I1 ≥ 0 (4)

とおける。ここで式 (2)は資本の蓄積式である。本研究が

対象とする復興過程は数ヶ月の期間内のことなので、資本

の減耗が復興過程に与える影響は大きくないと考え、本章

では資本の減耗を取り扱わないこととする。Hayashi3) に

従い、調整費用 I1T (I1/K1) は投資 I1 と資本 K1 に対し

一次同次と仮定する。また式 (4)は、一度導入した資本に

ついては、導入時と同じ価格で売却できないとの仮定を表

す。すなわち投資の不可逆性の仮定を表している。また本

研究では労働の変化を取り扱わないものとし、L1,wは後

に述べる定常状態における値で一定と仮定する。ハミルト

ニアンを用いてとくと、当座 I1 ≥ 0の条件を無視すると、



最大化の一階条件は

q
∂F

∂K1
+ (

I1

K2
)2T ′(I1/K1) − µr = −µ̇ (5)

−1 − T (
I1

K1
) − I1

K1
T ′(I1/K1) + µ = 0 (6)

K̇1 = I1 (7)

lim
t→∞

K1µe−rt = 0 (8)

となる。式 (5)は、

q
∂F

∂K1
+ µ̇ + (

I1

K2
)2T ′(I1/K1) = µr (9)

と変形できる。これは、最適経路では、中間財価格 qの経

路を所与として、毎期、資本を 1単位増加するときの限界

収入が、株主である家計の求める収益率と一致することを

示している。左辺第 1項は限界生産物、第 2項はキャピタ

ルゲインの増分, 第 3項は調整費用が減少することによる

収入の増分である。また、式（6）は、1単位の投資による

費用増分がシャドウプライスと一致する点で投資を決定す

ることを示している。式 (5)（6）により、中間財価格 qを

所与として、投資を制御変数、資本を状態変数とした微分

方程式系が得られる。中間財部門は、式 (5)と（6）によ

り、投資と資本の経路を決定する。

c)最終財部門の行動の定式化

最終財部門は、資本と中間財、労働を投入することに

よって生産をおこない、キャッシュフローの現在価値を最

大化する。すなわち

max
∫ ∞

0

(pY2 − qZ2
1 − I2 − wL2)e−rtdt (10)

s.t. K̇2 = I2 (11)

K2(0) = given (12)

I2 ≥ 0 (13)

という最大化問題を解くことになる。ただし生産を Y2, 投

資を I2, 資本をK2, 雇用労働量をL2, 投入する中間財の量

を Z2
1 と表す。中間財部門と同様、L2は一定と仮定する。

最終財部門についても、投資の不可逆性を仮定する。ハミ

ルトニアンを用いて、当座、I2 ≥ 0の条件を無視すると、

最大化の一階条件は

p
∂H

∂K2
− λr = −λ̇ (14)

−1 + λ = 0 (15)

p
∂H

∂Z2
1

− q = 0 (16)

K̇2 = I2 (17)

lim
t→∞

K2λe−rt = 0 (18)

となる。式 (14)は、１単位資本を増加させるときの収入

の増分が株主である家計の求める収益率と一致することを

意味している。式（16）は、最適経路では、毎期の中間財

の限界価値生産物が、価格 qに一致することを示す式であ

る。式 (15)は資本のシャドウプライスが１に保たれるこ

とを示している。いま、調整費用がないので、資本のシャ

ドウプライスが１を下回ると、シャドウプライスが１にな

るまで資本を売却することになるし、１を上回れば、資本

を瞬時に購入することになる。

d)家計の行動の定式化

家計は労働所得と利子所得、配当所得を用いて消費をお

こない、残りを対外資産に投資する。対外資産をAs,消費

を C,時間選好率を ρ、中間財部門の企業の配当を π1,最

終財部門の企業の配当を π2 とすると、家計は以下の最大

化問題をとくことになる。

max
∫ ∞

0

u(C)e−ρtdt (19)

s.t. Ȧs = wL + rAs + π1 + π2 − pC (20)

As(0) = given (21)

lim
t→∞

As(t)e−rt = 0 (22)

労働市場は非弾力的であり、wは一定とする。家計が供給

する労働量 Lは、各部門の労働量の和 L1 + L2 に一致す

る。式 (22)はNon Ponzi Game(NPG)条件 2)であり、家

計が借入によって無限に効用を拡大することを防ぐ条件で

ある。本研究では、開放経済モデルに見られる、利子率が

外生的に与えられることによる極端な挙動 2) を避けるた

め、多くの先行研究に倣い、ρ = rとの仮定をおく。ハミ

ルトニアンを用いて計算すると、

−u′′(C)Ċ
u′(C)

= r − ρ (23)

が得られる。r = ρを仮定すると、時間によらず消費は一

定となる。図 1は分権経済モデルの概要である。
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図 1: 分権経済モデルの概要

（２）平常時の経済状態

a)定常状態の存在

企業部門の一階条件式と需給一致条件

Y1 = Z2
1 (24)

から得られる微分方程式系において、K̇1 = K̇2 = µ̇ = 0

とすることにより、定常状態での資本量 K∗
1 ,K∗

2、シャド



ウプライス µ∗、中間財価格 q∗、投資量 I∗1 が求まる。ま

た、各産業部門の雇用量や賃金率は、定常状態における労

働市場の均衡から決定され、その値から変化をしないと仮

定する。この労働市場の均衡においては、両部門での賃金

率は一致し、各産業部門において労働の限界価値生産物が

賃金率に一致する。これらの条件から、定常状態と、そこ

にいたるまでの鞍点経路が存在することがわかっている。

b)消費

r = ρの場合、最適な消費経路は、常に一定の消費水準

をとることになる。予算制約式を積分し、NPG条件を用

いると、その値 C0 は効用関数によらず、

r

p
(As(0) +

∫ ∞

0

(pY2 − Φ(I1, K1) − I2)e−rtdt)

= C0 (25)

となる。ただし、調整費用を含めた投資量 I1(1+T (I1/K1))

を Φ(I1, K1)とおいた。

c)貯蓄

家計は、所得から消費を差し引いた分を対外資産によっ

て貯蓄する。貯蓄 Ȧsは、予算制約式と式 (25)を用いると、

wL + π1 + π2 − r

∫ ∞

0

(wL + π1 + π2)e−rtdt

= Ȧs (26)

と書ける。これは将来所得の現在価値に基づく消費を上回

る収入がある場合には貯蓄がなされるが、そうでない場合

にはその取り崩しが生じることを意味する。

d)投資

中間財部門の投資は式（6）から決まる。最終財部門の

投資は、部門間の最適な資本比率を満たすように、各期の

K1 の値に応じて K2 を調整するように決まる。ただし投

資の不可逆性を考慮するものとする。

e)移行動学

初期の資本ストックK(0)が与えられると、それに対す

る µが saddle point pathから決まる。すると中間財部門

の投資 I1が式（6）から決定される。例えばK1(0) < K∗
1

のときは投資により資本が蓄積され、生産が増加していく。

それにともない µが低下していき、やがて定常状態に達

する。このとき最終財部門の資本も定常状態の値に収束す

る。

３．自然災害後の経済復興過程

（１）被災後の意思決定

定常状態のある時点 τ で災害が生起するとする。本研

究では、災害により中間財部門の資本のみがK∗
1 からK−

1

に減少するシナリオを仮定する。被災後の資本の経路を

K̂1, K̂2 で表す。被災後、中間財部門の企業はK−
1 を所与

として、被災時点で評価したキャッシュフローの現在価値
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図 2: 数値計算例：自然災害後の復興過程

を最大化するように投資、資本の経路を決定する。家計は、

被災前の対外資産を所与として、τ 時点以降の生涯効用を

改めて最大化するよう、消費の経路を決定する。ただし被

災後の労働市場の変化は取り扱わないものとし、労働賃金

率や各生産部門の雇用労働量は、被災前の均衡から決定さ

れる水準から変化しないと仮定する。詳細な定式化につい

ては省略する。

（２）災害後の復興過程

各産業部門で、投資の不可逆性が拘束的にならないと仮定

すると、ハミルトニアンを用いて一階条件を求め、平常時と

同様に q,λを消去し、需給一致条件Z2
1 = Y1 = A1K

α
1 L1−α

1

を用いると被災後の復旧過程を決定する条件が得られる。

しかし調整費用の存在から中間財部門の生産は瞬時には回

復せず、生産の低下が生じる期間が存在する。すると最終

財部門が被災しない場合、被災直後にK2は変化しないた

めに最終財部門で資本が余剰になり、その限界生産性が低

下する。このとき最終財部門の資本の τ 時点でのシャドウ



プライスが１を下回るため、最終財部門にとっては、負の

投資にかかる調整費用がゼロであれば、最終財部門は瞬時

に資本を売却し最適な資本の水準に調整する。しかし実際

には、一度導入した資本を導入時と同じ価格で売却するこ

とは難しい。本研究では一度導入した資本の売却の際の価

格が非常に低いと仮定する。このとき最終財部門は、すで

に導入してある資本を売却することはせず、資本を被災前

のまま据え置いておくことを選択する。すなわち、I2 = 0

となる。すると復興過程を決定する条件は最終的に

γ
I1

K1
= −1 + µ (27)

pBα(1 − β − η)Kβ
2 K

α(1−β−η)−1
1 Θ

+
(−1 + µ)2

2γ
− µr = −µ̇ (28)

K̇1 = I1 (29)

K̇2 = 0 (30)

lim
t→∞

K1µe−rt = 0, lim
t→∞

K2λe−rt = 0 (31)

となる。ただし中間財部門の生産関数、調整費用を

F (K1, L1) = A1K
α
1 L1−α

1 , T (
I1

K1
) =

γ

2
I1

K1
(32)

とおき、最終財部門の生産関数を

H(K2, Z
2
1 , L2) = A2K

β
2 (Z2

1 )1−β−ηLη
2 (33)

とおいた。また B = A1−β−η
1 A2 , Θ = L

(1−α)(1−β−η)
1 Lη

2

とおいた。

図 2に各産業部門と家計部門の復旧過程の数値計算の結

果を示す。中間財価格の上昇があることや、最終財部門で

の生産の減少が生じることがわかる。家計部門では消費が

離散的に減少していることや、企業部門への復興資金の供

給のために負債が増加していく様子がわかる。

４．カスケード効果が災害復興過程に及ぼす影響の分析

著者ら 1) は、災害により中間財部門が被災し、その生

産が減少した場合に中間財の地域外からの輸入に輸送費用

がかかることがカスケード効果を生じさせることを明らか

にした。すなわち中間財の地域間の交易にかかる輸送費用

などの取引費用が十分小さければカスケード効果は生じな

いが、そうでない場合には何らかのカスケード効果が生じ

る。このように考えると、輸送費用がゼロである場合を仮

に想定することでカスケード効果が生じることによる影響

を分析することができる。調整費用も含めた中間財部門の

毎期の投資支出を Φ1、最終財部門の生み出す毎期の付加

価値を AV2 = pY2 − qY1 と表し、カスケード効果が生じ

ない場合の各変数を ”˜”を付すことによって表すとカス

ケード効果が生じる場合の部門別の被害項目表を表１のよ

うに作成することができる。

表 1: カスケード効果を分離した場合の部門別被害項目表

企業部門 家計部門

中間財部門 効用減少

生産 (付加価値)減少 CascadeEffect
CascadeEffect Ṽ1 − V −

1 + V ∗
2 − V −

2∫ ∞
τ

(q∗Ỹ1 − q̂Ŷ1)e−r(t−τ)dt

PrimaryEffect PrimaryEffect∫ ∞
τ

q∗(Y ∗
1 − Ỹ1)e−r(t−τ)dt V ∗

1 − Ṽ1

復旧投資

CascadeEffect∫ ∞
τ

(Φ̂1 − Φ̃1)e−r(t−τ)dt

PrimaryEffect∫ ∞
τ

Φ̃1e
−r(t−τ)dt

最終財部門

生産（付加価値）減少

CascadeEffect∫ ∞
τ

(AV ∗
2 − ÂV 2)e−r(t−τ)dt

計 V ∗
1 − V −

1 + V ∗
2 − V −

2 V ∗
1 − V −

1 + V ∗
2 − V −

2

表１において、PrimaryEffect(一次効果)とは、カスケー

ド効果が生じない場合に生じる被害額の分である。カス

ケード効果が生じる場合には、この効果に加えて、さらに

被害の変化が生じると考えると、その変化分を表１では

CascadeEffectという項目で表現している。

表１において中間財部門の生産減少における Cascade-

Effectは負、復旧投資における CascadeEffectは正、最終

財部門におけるCascadeEffectは正であることを著者らは

明らかにした 1)。本研究ではこうした検討をさらに進め、

数値計算等を用いてカスケード効果が生じることが経済の

復興過程に及ぼす影響を分析するとともに、カスケード効

果が経済全体としての被害額の大きさに及ぼす影響につい

て分析する。詳細な結果については講演時に譲る。
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